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平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明
知事直轄 (知事室長)

警察本部

事 業 名 府 民 だ よ り 発 行 費

予 算 額 2 7 0 , 9 1 5 千円 新規 ・継続の別 継  続

事業内容

的

象

等法

目

対

方

1 趣  旨

予算 ・新規事業等に関するタイムリ
ーな特集記事、地域に密着した府政地域情

報の発信、府政に対する府民意見等の情報など府政広報の充実を図る。

2  事業概要

(1 ) 年 1 2 回発行のうち、年 6 回は4 ベ
ージ増の 1 2 ページ。

(2 ) 増ページの内容

特集 (年 4 頁) 府の施設

夏休関連

決算関連 1新 春 関 連 1予算関連

伝統文化 1府のフ
°
ロシ
'
ェクト1新規事業

府民参画 ・議会情報等

(年 4 頁)

府民参画関連

議会情報

行催事情報 (年 4 頁) いろいろガイド

地域密着情報 (年 4 頁) 地域情報 (京都市 ,丹後 。中丹 ・南丹
・山城版)

安心 ・安全情報 (府警あんぜ

ん広場) (年 8 頁)

京都犯罪情報 ・街頭犯罪防止対策、交通事故

防止対策等

< 参考>

平成 1 5 年度府民だより発行費 2 7 7 , 1 7 8 千円

発行状況  発行   毎月 1 回 年 1 2 回発行

発行部数  1 , 0 2 0 , 0 0 0 部

規格    タブロイ ド判 8 ベ
エジ 6 回、 1 2 ページ 6 回

配布方法 新聞折込み

凶 課・陥

広報課 ・広報係
電話番号

075-4 14-4076

広報応接課 ・広報係 075-451-9111

内線2171

知事直轄二 1



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

知事直轄 (知事室長)

事 業 名 「知事と和ぃ和ぃミニティング」開催費

予 算 額 3 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 継  続

事業内容

目 的

対 象

方法等

1 趣  旨

府民の目線に立ち開かれた透明な府政を実現するため、現地 ・現場主義の観点

から、府民と知事が自由に語らい、府民の皆さんとの対話の中から新たな施策の

展開を図る新しい行政スタイルの確立を目指す。

2  事業計画
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3 特  徴

>  テーマ ・参加者は原則公募により選定
。「府民だより」への応募はがき刷込やホームページを活用し公募

>  テーマに応じたユニークな開催場所 ・時間を設定

>  府民と知事の自由な議論

>  府民の声や御意見を積極的に府政に反映

レ インターネットや府民だより等を通じ開催概要等を府民に公表

製 課・陥 広報課 ・広聴係 電話番号 075-4 14-407 1
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平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

知事直轄 (知事室長)

事 業 名 京都府名誉友好大使任命事業費

予 算 額 2 4 , 2 4 5 千円 新規 ・継続の別 継  続

事業内容

的

象

等法

目

対

方

』
日趣 京都府内で勉学する留学生で、京都府との 「かけ橋」としての役割を果たそ

うという意欲のある者を、「京都府名誉友好大使任命」に任命し、

(1)研修や視察等への参加によって、京都府への理解を深めてもらうとともに、

(2)京都府の国際化の協力者として、府や市町村等の国際化行事に参加しても

らい、

(3)帰国後は、京都府国際ネットワークの海外拠点として、京都府のP R や出

身国の情報提供等に協力を願って、

京都府の国際化の推進を図る。

募 集対 象 府内の大学等に在学する外国人留学生

募集方法 府内の全大学 (短大含む) に推薦依頼

募 集 人数 募集選定枠 私費留学生

国費留学生 ・政府派遣生

1 0 名以内

協力事項 在 学 中 □研修 ・視察への参加

□国際化行事への参加 ・協力

□大使自身の企画 ・運営による国際交流活動

帰 国 後 □出身国での京都府のP R

□各国情報の提供

□出身国と府民との国際交流への協力

大使招聘 出身国等において、積極的に国際交流活動を展開している大使を招聘する

前 年 度

当初予算額
2 8 , 4 4 1 千円

凶 課 ・縮 国際課 ・推進係 庁内電話番号 075-4 14-4313
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平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

事直轄 (知事室知 知 長

事  業 財団法人京都府国際センター運営助成費

予 算 1 1 0 , 9 2 7 千円 新規 ・継続の別 継 続

事業内容

的
象
等法

目
対
方

1 趣旨
「京都府国際化プラン」に基づき、民間 ・市町村と連携して京都府全域の国際
化を進める中核的組織として設立した、財団法人京都府国際センターの事業展開
を通じて、 2 1 世紀の 「世界に開かれた京都府」づくり、グローバル社会に対応
できる人づくりと地域の活性化を促進するとともに、NPO ・府民ボランティアと
の連携 ・協働の推進、国際活動の情報発信と国際貢献を図る。

2  事業内容
財団法人京都府国際センターの事業費t 管理運営費等に対する助成を行う。
① 事業等補助金  1 1 0 , 9 2 7 千円

< 参考>
財団法人京都府国際センターの概要

理事長 西島 安則

所在地 京都市下京区烏丸通塩小路下る東塩小路町 京都駅ビル 9 階

な
業
容

主
事
内

国際理解と民
間国際活動の

促進

①N P O との協働推進モデル事業
(地域国際活動推進者研修、日本語指導ボランティ
ア・コーディネータ研修等)

②国際理解講座開催事業
③名誉友好大使による出身国の生活 ・文化紹介事業
など

国際活動のコ
ーディネー ト
と情報提供

①国際理解アドバイザー派遣事業
②国際活動ボランティアバンク運営事業
③府民ボランティアとの協働事業 (異文化紹介等)
④インターネット等による情報提供事業など

外国籍府民の

支援
①多言語による生活相談、生活サポート情報提供事業
②日本語指導事業など

国際文化交流
活動の促進

①国際文化フォーラム開催事業
②留学生ホームステイ体験交流事業
③外国籍府民向け京都紹介事業など

国際協力活動
の促進

①国際協カステーション (ODA、NPOによる国際貢献の
紹介等) の開催
②国際協力の啓発事業など

施設の

概 要
府民交流サロン、情報提供コーナー、ボランティアルーム、
会議室兼研修室

※  国際観光案内業務を開始予定< 平成 1 6 年 4 月から>

一剛 年 度

当初予算額
1 1 1 , 4 5 5 千円

凶 課・係名 国際課 ・企画係 庁内電話番号 075-4 14-4311
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平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

知事直轄組織

事 業 名 タト書悟慶隻宅野喜晏言モ髪斐

予 算 額 1 7 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 継  続

容

　

「
―
―
ジ

内

　

的

象

等

難
　
計
対
雅

事

　

ｒ
ト
ー
に

1  目 的

地方分権に対応するため、監査機能の 「独立性
・専門性」を強化

し、自己チェック機能のよリ
ー層の充実を図る。

2  事業内容

外部監査契約に基づき、外部監査人が特定した事件 (テ
ーマ) に

ついての監査を行う。

※ 外部監査人 … 次の資格等を有するいずれかの者

① 弁護士

② 公認会計士

③ 地方公共団体の監査等の実務に精通した者

④ 税理士

担当課 ・係名 人事課 人事担当 課 ・係直通電話 0 7 5 -4 14 -4 1 14

知事直轄- 5



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

知事直轄組織

事 業 名 総 務 事 務 集 中 処 理 推 詮 受

予 算 額 1 5 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 新 規

容

　

「
―
―
ジ
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的
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等

業
　
目
対
雅

事

　

作
―
―
に

1  目 的

内部総務事務の集約化 ・集中化と併せて、業務プロセスの簡素 ・合

理化、電子府庁 ( I T 化) の推進による、内部管理経費の大幅な削減

及びマンパワーの有効活用を目指す。

2  平成 1 6 年度 事業内容

( 1 ) 集約対象業務の業務フローの作成と見直し

(2 ) 費用対効果の試算

(3 ) 制度上の課題の抽出

(4 ) 開発 ・実施体制の検討

(5 ) システム基本仕様の作成

(6 ) 詳細スケジュールの作成

く参考〉 全体概要

① 職員ポータルサイト (必要なメニユーが網羅された業務集約画

面) の構築

発生源入カシステムを採用し、個人認証 (シングルサインオン) により

業務集約画面から直ちにあらゆる作業環境に入ることができるシステムを

構築する。

② 総務事務の一層の集約
各主管課に集約されている総務事務等について、さらに集中処理化を行

うことにより、一層の効率化を図る。

③ 経営管理システムの導入
新しい I T 技術や経営管理手法に基づいた効率化について定期的に改善

提案を受け、調査 ・検討を行える仕組みを整える。

担当課 ・係名 新行財政改革推進プロジェクト 課 ・係直通電話 075-4 14 -56 15

知事直轄- 6



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

知事直轄組織

事 業 名 行 政 韓 品 質 向 卜 推 進 受

予 算 額 5 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 新  規

容
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事
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１
１
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目 的

日本経営品質賞の考え方を用いた行政経営革新を実現するため、府

民志向に基づく組織体質と効率性の向上に結びつく府政運営の仕組み

づくりに取り組む。

平成 1 6 年度 事業内容

( 1 ) セルフアセッサーの養成

日本経営品質賞のアセスメント基準を理解した上で、本府の

組織運営全体を評価し、その強み弱みを理解し、改善点を明ら

かにすることで、施策 ・事業の効率的 ・効果的な展開や、組織

運営の改革 ・改善に役立つような提言を行いうる人材 (セルフ

アセッサー) を育成するため、職員約 1 0 名に経営品質協議会

の定めるアセスメントコースを受講させ、セルフアセッサ
ーの

認定を取得させる。

(2 ) 「経営品質」理解のための職員研修の実施

セルフアセッサーによる研修等を通じて、「経営品質」の考

え方を広く職員に浸透させる。

く参者〉 日本経営品質賞と経営品質

経営品質とは、民間企業で成果を上げている経営革新の手法で、顧客の視点

から経営全体を運営し、自己革新を通じて新しい価値を創出し続けることので

きる体質を作り上げるための取組をいう。

日本経営品質賞は、構造変化が急速に変化しつつある中で企業の経営革新を

加速し、そこで得られた経験と成果を産業界全体で共有化することを目的とし

て 1 9 9 5 年 1 2 月に (財) 社会経済生産性本部により創設された 「卓越した

業績を生み出す経営の仕組み」を有する企業を表彰する制度。

担当課 ・係名 新行財政改革推進プロジェクト 直 通 電 話 番 号 075-4 14-56 15

知事直轄- 7



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明

知事直轄 (知事室長)

事 業 名 国際交流推進費 (一部再掲)

予 算 額 2 0 , 3 4 8 千円 新規 ち継続の別 継  続

事業内容

目 的

対 象

方法等

目 的
各友好州省の特色を生かした幅広い分野での交流 ・協力事業を展開し、

内 容

相互理解と友好促進に努める。

(単位:千円)

提携先 予算額 区分 事 業 名 人数 期  間 予 算 担 当 採

省
ぶ
『
‐
ノ

西
談梱

険

偽
岬
じ

8, 137

[提携]
昭58.7. 16

継続 省行政実務研修生の受入 名 10箇月 2,450 国 際 課

継続 外国教員の受入 名 1 年間 2,497 府 大

継続 京都府友好交流スカラシップ事業 名 1 年間 国 際 課

継続 児童 ・生徒絵画交流 占
小
展示1～2月 学校教育課

継続 中国際西省における植樹協力事業 名
名

４

１

縄
鉱

2.290 地球温暖化対策
フ
°
ロシ
・
ェクト

力ほ
611

[提携]
昭60.7. 16

継続 京都府友好交流スカラシップ事業 名 1年間 国 際 課

継続 児童 ・生徒絵画交流 占
小
展示1～2月 学校教育課

オクラホマ州
(か リカ合衆
国)

1,930

[提携〕
昭6位9。20

継続 州青少年の受入 名 10日間 1, 100 青 少 年 課

継続 児童 ・生徒絵画交流 占
小
展示1～2月 学校教育課

新規 大学交流事業学生派遣 名３ 1 か月 医 大

レニングラー

ド州
(ロシア連邦)

7,900

[提携]
平6.11.4

継続 児童 ・生徒絵画交流 30点 展示1～2月 学校教育課

１０
周
年
提携 1 0 周年記念環境交流事業 名 8 日間 7.500 国 際 課

茅輪
1,770

[提携]
平9.8.29

継続 大学交流事業教員派遣 名 5 日間 医 大

継続 児童 ・生徒絵画交流 点 展示1～2月 学校教育課

継続 市行政実務研修生の受入 名 2 か月 1. 100 国 際 課

前 年 度

当初予算額
2 7 , 7 5 8 千円

凶 課・籍 国際課 ・推進係 庁内電話番号 075-4 14-43 13
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